
陸前高田市民文化会館指定管理者募集要項

陸前高田市民文化会館の指定管理者を募集します。この施設の指定管理者の指定を受けよう

とする場合は、本募集要項及び陸前高田市民文化会館指定管理業務仕様書（以下「仕様書」と

いう。）に基づき申請してください。

１ 募集の目的

陸前高田市民文化会館（以下「市民文化会館」という。）は、市民の生活文化の向上及び

福祉の増進を図ることを目的とし、令和２年４月に開館しました。

市民文化会館の管理運営に当たっては、陸前高田市民文化会館条例（昭和４０年条例第

３０号。以下「条例」という。）に基づき、民間活力を生かした効率的かつ柔軟な運営によ

り、施設機能が最大限発揮できる指定管理者制度を導入します。また、利用料金制を採用し、

利用料金は指定管理者の収入とします。

以上のことを踏まえ、陸前高田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成

１７年条例第２４号）第２条に基づき、指定管理者指定を希望する団体を募集します。

２ 施設の概要

３ 管理運営方針

⑴ 市民文化会館の位置付け

市民文化会館は、市民の生活文化の向上及び福祉の増進を図るため、文化芸術及び生涯

学習に関する活動の拠点として、令和２年４月に開館しました。

施設の運営に当たっては、市民の集会、研修のほか、自主企画イベントを開催し、市民

が文化芸術等に触れる機会を設けるとともに、利便性が高い立地条件を生かし、周辺施設

と連携し、様々なイベントを共同開催することにより、まちなかの賑わいを創出するなど、

中心市街地の活性化を図るものとします。

⑵ 維持管理及び運営方針

名 称 陸前高田市民文化会館

所 在 地 陸前高田市高田町字館の沖３０２番地３

構 造 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）及び木造 ３階建

管理敷地面積 １４，２０７㎡

延床面積 ３，５９１㎡

開 館 令和２年４月

主な施設

内 容

ホール（固定席６２５席、車椅子スペース８区画）、親子室（７席）、

大楽屋、小楽屋１、小楽屋２、調整室、ピアノ庫、舞台備品倉庫、ル

ーム１、ルーム２、ルーム３、授乳室、事務室、和室１、和室２、和

室３、大練習室、小練習室１、小練習室２、実習室１、実習室２、ホ

ワイエ（１階）、ホワイエ（２階）、デッキ、スポットライト室、多目

的トイレ、施設内トイレ、中庭、駐車場、屋外トイレ



施設の維持管理及び運営に当たっては、上記の施設の特徴を考慮し、民間活力を生かし

た効率的かつ柔軟な運営により、機能を最大限に発揮し、多くの市民が利用できるものと

します。また、民間団体に管理運営を委ね、積極的に自主事業に取組み、文化芸術及び生

涯学習に関する活動を推進することにより、市民の生活文化の向上及び福祉の増進を図る

ものとします。維持管理経費については、効率的な運営により、経費の抑制を図るものと

します。

４ 指定管理者が行う業務

指定管理者が行う業務は、以下のとおりです。

なお、業務の詳細は、仕様書を参照してください。

⑴ 施設及び設備の維持管理に関する業務

⑵ 市民文化会館の利用促進に関する業務

⑶ 文化芸術活動及び生涯学習活動の推進に関する業務

⑷ その他運営に関する業務のうち、市長のみの権限に属する事務を除く業務

５ 指定期間

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの３年間です。

ただし、管理を継続することが適当でないと認められるときは、当該指定期間の途中にお

いても指定を取り消すことがあります。

なお、指定管理の運営が適正であり、市が、当該施設の適正管理を確保するため必要と判

断した場合には、継続して指定管理を行うことができます。

６ 指定管理料

⑴ 市は、毎年度の予算の範囲内において、指定管理者に指定管理料を支払います。令和８

年度の指定管理料の額は、年額５,９００万円を上限とし、指定管理者から申請時に提出

された事業計画書及び収支計算書を基に、指定管理者と市が協議の上、年度当初に締結す

る年度協定書で定めます。また、指定管理料の支払期日及び支払額についても、指定管理

者と市が協議の上、年度協定書で定めるものとします。

なお、令和９年度及び令和１０年度の指定管理料は、前年度の管理運営の状況を踏まえ、

市と指定管理者が協議の上、決定するものとします。

⑵ 指定管理料の算定

ア 指定管理料の算定は、申請時に提出された収支計算書を基に、指定管理者と市の協議

により決定します。

イ 市から指定管理者に支払う指定管理料は、年度協定締結時に想定されなかった特別な

事情が発生した場合を除くほか、変更しません。この場合において、収入見込額の減額

は、特別な事情に含まれません。

ウ 収支計算書の計算に使用する消費税及び地方消費税の合計税率は、１０％とします。

なお、消費税及び地方消費税の税率が改正された場合には、提出された収支計算書を再

算定し、協議により指定管理料を決定します。



７ 指定管理開始に係る経費

指定管理者は、指定管理業務に係る人員の確保、物品の調達等の準備を行うものとし、そ

の経費は、原則として指定管理者が負担するものとします。

８ 申請資格等

⑴ 申請資格

指定管理者に応募しようとする者は、以下の全ての要件を満たさなければなりません。

ア 法人その他の団体（以下「団体等」という。）であること。

イ 団体等又はその代表者が、次の全てに該当していること。

（ア） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定により、市

から入札の参加資格を制限されていないこと。

（イ） 直近２年度分の法人市民税又は市民税、固定資産税並びに消費税及び地方消費税を滞

納していないこと。

（ウ） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てが

ない又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申

立てがないこと。

（エ） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に掲げる暴力団又はそれらの利益になる活動を行う団体でないこと。

（オ） 本市又は岩手県内の他の自治体等において、指定管理者の指定の取り消しを受けたこと

がないこと。

（カ） 類似施設の管理運営又はそれに類する業務について、実績を有すること。

ウ 陸前高田市内に事業所、営業所等がある、又は令和８年３月３１日までに設置見込があ

ること。

⑵ 複数の団体による申請

サービスの向上及び効率的運営を図る上で必要な場合は、複数の団体（以下「グループ」

という。）が共同して申請することができます。この場合、次の事項に留意してください。

ア グループの名称を決定し、代表となる団体を選定してください。なお、代表となる団

体及び構成団体の変更は、原則として認めません。

イ 当該グループの構成団体は、単独又は別のグループの構成団体となり本施設の指定管

理者に応募することはできません。

ウ 当該グループの構成団体は、⑴の申請資格を満たさなければなりません。この場合に

おいて、⑴ウに掲げる事業所、営業所等は、複数の団体のうち少なくとも１つの団体が

設置又は設置見込みであることを要件とします。

エ 12⑴の提出書類一覧のエ～サについては、構成団体ごとに提出してください。

⑶ 申請資格の留意事項

ア 法人格の有無、組織の形態等は、問いません。団体であるか否かは、団体規約及び団

体の予算書の有無により判断します。

イ 新たに法人を設立する場合は、その法人の名称を申請団体としてください。申請時に

設立していなくても申請できますが、令和７年１１月上旬までに登記事項証明書を提出

してください。

なお、任意団体にあっては、申請時に設立していない場合は、応募できません。



９ 募集及び選定等の日程

指定管理者の募集は、次の日程により行います。

10 募集要項等の配布

⑴ 募集要項の配布期間、配布時間、配布場所

ア 配布期間：令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月３１日（金）まで

ただし、日曜日、土曜日及び祝日を除く。

イ 配布時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで

ウ 配布場所：陸前高田市教育委員会事務局教育総務課

〒０２９－２２９２ 陸前高田市高田町字下和野１００番地

市ホームページ（https：//www.city.rikuzentakata.iwate.jp）からもダ

ウンロードできます。

⑵ 質問事項の受付及び回答

募集要項及び仕様書等に関する質問は、次のとおり受け付けます。

ア 受付期間：令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月２２日（水）まで

イ 受付方法：電子メール又はファクスで陸前高田市教育委員会事務局教育総務課に提出

してください。（任意様式）

なお、電話による個別質問は、受け付けません。

ＦＡＸ：０１９２－５４－３８８８

メールアドレス：syogaku＠city.rikuzentakata.iwate.jp

ウ 回答方法：陸前高田市ホームページにおおむね５日以内に回答を掲載します。

11 現地説明会

⑴ 日 時 令和７年１０月２０日（月）午前１０時から１２時まで

⑵ 場 所 陸前高田市民文化会館

項 目 日 程

募集要項及び仕様書の配布 令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月３１日（金）

まで

質問事項の受付 令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月２２（水）

まで

申請の受付期間 令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月３１日（金）

まで

候補者の決定及び通知 令和７年１１月中旬

仮協定の締結 令和７年１１月下旬

指定管理者の指定（市議会議

決）及び基本協定の締結

令和７年１２月中旬

年度協定の締結 令和８年４月１日（水）

指定管理者による管理運営の

開始

令和８年４月１日（水）

mailto:%E2%97%8B%E2%97%8B%E2%97%8B@city.rikuzentakata.iwate.jp


⑶ 参加者 １団体当たり２人までとします。

（グループで申請する場合には、１グループで２人までとします。）

⑷ 内 容 募集要項、仕様書に基づいた施設の説明

⑸ 申 込 参加を希望される場合は、令和７年１０月１０日（金）午後５時１５分までに、

１６の問い合わせ先に、電子メール又はファクスでお申し込みください。（任意様式）

⑹ その他

ア 現地説明への参加は、応募の必須要件ではありません。

イ 参加希望者が無い場合は、現地説明会は開催しません。

12 申請の手続き

⑴ 提出書類一覧

書 類 名 説 明

ア 指定管理者指定申請書 様式第１号

イ 事業計画書

様式第２号

参考様式の事業計画書、収支予算書、自主企画イ

ベント計画書（２事業以上）、自主事業計画書及び

自主事業に係る収支予算書を添付すること。

ウ 管理業務実績調書 別紙１

エ 指定管理者の申請に関する申立書 様式第３号

オ

法人市民税又は市民税、固定資産税

並びに消費税及び地方消費税に滞

納（納付期限が到来していないもの

を除く。）がないことを証明する書

類

・陸前高田市長（陸前高田市から課税されていない

団体で市外に主たる事務所等を有するものにあって

は、主たる事務所等の所在地の市区町村長）又は税

務署長が発行する納税証明書

・申請団体及び団体の代表者に係る納税証明書(提出

日において発行の日から３か月以内のもの）

カ 団体の概要 様式第４号

キ 役員名簿

ク
団体の定款、寄附行為、規約その他

これらに類する書類

ケ
法人にあっては、当該法人の登記事

項証明書

コ

申請書を提出する日の属する事業

年度の前年度における事業報告書、

貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュフロー計算書（直近３か年分）、

監査報告書、財産目録その他経営の

状況を明らかにする書類

法人以外の団体にあっては、左記に準ずる書類

新しく設立された法人等にあっては、その設立時に

おける財産目録（法人以外の団体にあってこれに準

ずる書類）

サ

申請書を提出する日の属する事業

年度における、団体に関する事業計

画書及び予算書

シ
共同申請届出書（グループで申請す

る場合）
様式第５号



注）グループによる申請の場合は、構成団体ごとにエ～サの書類を提出してください。

⑵ 提出部数

１部（印刷した物のほか、データも提出してください。）

⑶ 提出期間及び提出方法

ア 提出期間：令和７年１０月６日（月）から令和７年１０月３１日（金）まで

ただし、日曜日、土曜日及び祝日を除く。

イ 提出時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで

ウ 提出場所：陸前高田市教育委員会事務局教育総務課

エ 提出方法：郵送又は持参してください。

郵送の場合は書留郵便とし、令和７年１０月３１日（金）午後５時１５分

必着とします。なお、データは電子メールにて１６の問い合わせ先に提出

してください。

⑷ 申請に当たっての留意事項

ア 申請のあった団体の名称等は、公表することがあります。

イ 団体が提出する事業計画書等の著作権は、提出した団体に帰属します。ただし、市は、

指定管理者の公表等において必要な場合は、事業計画書等の内容の全部又は一部を使用

できるものとします。

ウ 提出された書類は、陸前高田市情報公開条例（平成１６年条例第１０号）の規定に基

づき公開することがあります。この場合において、陸前高田市情報公開条例に規定する

不開示情報が含まれるときは、部分開示又は不開示となります。（個人情報及び団体の

正当な利益を害する情報等）

エ 当募集に対し、１団体が複数の申請を行うことはできません。

オ 申請に要する経費は、すべて申請団体の負担とします。

カ 提出書類に使用する紙は、日本産業規格Ａ４サイズとします。

キ 提出書類には、カタログ、パンフレット類を含め１から順に通し番号を付すこととし

ます。（下端からおおむね１㎝上部左右中央部の位置に付すこと。）

ク 提出書類に使用する言語は、日本語とし、通貨単位は円とします。

ケ 提出書類その他提出された資料は、返却しません。

コ 提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えは、認めません。

サ 必要に応じ、資料の提出をお願いすることがあります。

シ 陸前高田市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例、陸前高田市民文化会館

条例その他関係法令等を承知の上で申請してください。

⑸ 以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがあります。

ア 申請書類の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。

イ 申請書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。

ス 協定書（グループで申請する場合）

設立目的、名称、所在地、設立日、構成団体、代表

団体、出資割合、グループの意思決定方法、構成員

の責任分担及び事務分担、取引金融機関、会計年度、

利益配当割合、欠損金負担割合、協定に定めのない

事項の取扱い等、本事業を実施するために必要な事

項が規定されていること。



ウ 申請書類に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。

エ 申請書類に虚偽の内容が記載されているもの。

⑹ 応募書類提出後に辞退する場合は、書面にて辞退届を提出してください。

13 指定管理者の指定及び協定の締結等

⑴ 指定管理者の指定

指定管理者の指定には、陸前高田市議会の議決が必要です。指定管理者選定委員会が候

補者として選定した団体を指定管理者とする議案が可決された後に、指定管理者の指定を

行います。

⑵ 協定の締結

市と指定管理者候補者は、業務内容及び管理の基準に関する細目的事項について協議の

上、仮協定を締結します。仮協定は、陸前高田市議会の議決後、指定管理者の指定を受け

た後に基本協定書として取り扱います。

⑶ 指定に係る留意事項

ア 指定管理者の候補者が協定の締結に応じない場合、又は指定管理者に指定することが

不適当と認められる事情が生じた場合は、指定管理者の指定の陸前高田市議会議決後に

おいても、指定しないことがあります。

イ 指定管理者の指定を受けた団体が、基本協定の締結までに次に掲げる事項に該当する

ときは、その指定を取り消すことがあります。

（ア） 資金事情の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。

（イ） その他、当該団体が指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。

ウ 指定管理者の指定について、議会の議決が得られなかった場合において、指定管理者

の候補者となっている団体が指定管理に係る準備等のために支出した費用等について

は、指定管理者の候補者の負担とします。

エ 指定管理者の指定後であっても、指定管理者の選定時に不正等があった場合には、指

定を取り消します。また、指定管理者の指定を取り消したことにより、市に費用や損害

が生じた場合、指定管理者は、市に生じた費用や損害を賠償しなければなりません。

⑷ 指定管理者の履行責任に関する事項

ア 指定管理者は、施設又は施設利用者に事故があった場合は、迅速かつ適切な対応を行

い、速やかに市に事故の発生及び状況を報告しなければなりません。

イ 指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やか

に市に報告しなければなりません。

ウ 指定管理者は、故意又は過失によりその管理する物件を損傷し又は滅失したときは、

それによって生じた損害を市に賠償しなければなりません。

エ 指定管理者が変更される場合は、前指定管理者から新指定管理者へ必要な業務引継ぎ

を行い、市に報告しなければなりません。

オ 前記に規定するもののほか、指定管理者の履行責任に関する事項については、基本協

定で定めます。

⑸ 事業の継続が困難になった場合における措置に関する事項

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難となった場合又はそのお



それが生じた場合には、市は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改

善策の提出及び実施を求めることができます。

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合には、

市は、指定管理者の指定を取り消し又は業務の一部の停止を命じることができます。

なお、指定管理者の責めに帰すべき事由は、次のとおりです。

（ア） 虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。

（イ） 協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。

（ウ） その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理者から協定の解除の申出

があったとき。

（エ） 上記のほか、指定管理者の重大な違法行為又は反社会的行為により、管理運営の継

続が、不可能と認められるとき。

イ 指定管理者が倒産し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化し、業務の継続が困難

と認められる場合には、市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。

ウ 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により事業の

継続が困難となった場合には、市と指定管理者は、事業継続の可否について協議し、や

むをえないと判断した場合、市は、指定管理者の指定を取消すことができます。

エ ア及びイにより指定管理者の指定を取り消したことにより、市に費用や損害が生じた

とき、指定管理者は、市に生じた費用や損害を賠償しなければなりません。

オ ウにより指定管理者の指定を取り消したことにより、市に増加費用や損害が生じたと

きは、市と指定管理者の協議によりその処理を決定します。

カ アからウまでにより、指定管理者の指定を取り消したことにより、指定管理者に損害

が生じても、市は、その賠償の責を負いません。

14 個人情報の取扱い

⑴ 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」とい

う。）第６６条第２項において準用する同条第１項の規定により、公の施設の管理の業務（以

下「管理業務」という。）で取り扱う個人情報の安全管理措置を講じなければならないこと。

⑵ 個人情報の取扱いを適正に行う体制を整備すること。

⑶ 指定管理者及び管理業務に従事している者は、管理業務に関して知り得た個人情報又は死

者に関する情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと。指定

管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者がその職務を退いた

後も同様であること。

⑷ 指定管理者は、法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）その他の関係法令を遵守すること。

⑸ 前各号に規定する事項のほか、管理業務における個人情報の適正な取扱いを確保するため

の必要な事項に関すること。

15 その他

業務の実施条件、業務の実施内容、緊急時の対応、指定管理料、利用料金、指定又は指定



の取消し、その他の業務の実施に当たって定めるべき具体的な取扱いや細目的な取決めは、

協定で定めるものとします。

16 問い合わせ先

陸前高田市教育委員会教育総務課

〒０２９－２２９２ 陸前高田市高田町字下和野１００番地

電 話 ：０１９２－５４－２１１１（内線５５１）

ＦＡＸ ：０１９２－５４－３８８８

メールアドレス：syogaku@city.rikuzentakata.iwate.jp

ホームページ ：https：//www.city.rikuzentakata.iwate.jp


